
特定非営利活動法人Make Cmcer Histow定款

第 1章 総 則

(名 称)
第 1条 この法人は、特定非営利活動法人MよeOm∝ r II¨ ryという。

(事務所)

第2条 この法人は、主たる事務所を東京都町田市つくし野一丁目32番地節に置く。

(目 的)
第3条 この法人は、がん患者、医療者、研究者および広く一般市民を対象として、がんの
予防・治療に関する情報提供や調査研究、医療者や研究者がお互いに円滑に情報交

換できるようになるための事業、医療者が患者の視点からがんを理解するための支

援を行うことで、がんの予防と治療の質を改善することを助け、人々の健康増造に貢

献することを目的とする。

(特定非営利活動の種類)

第4条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行う。
(1)保健、医療又は福祉の増進を回る活動

(2)社会教育の推進を図る活動

(3)国際協力の活動

(4)科学技術の振興を図る活動

o前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する邁略、助言又は援助の活動

(事業の種類)

第 5条 この法人は、第 3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業として、次
の事業を行う。          ヽ ´
(1)がん予防とがん治療に関する情報収梨■運調査研究事業■歿び

｀
イ引引薩

1玖希え

② がん患者とその家族に医療以外のアドバイスとサポートを提供する支援事業

(3)一般市民向けのがんに関するイベント開催事業

(4)医療専門家が患者の視点からがんを理解するのを助けるための講演、イベント開催

事業

oがん研究に携わる研究者への援助、情報提供のための事業

(6)その他目的を達成するために必要な事業

2 この法人は、次のその他の事業を行う。
(1)寄附された物品の販売事業

3 前項に掲げる事業は、第1項に掲げる事業に支障がない限り行うものとし、その利益
は、第1項に掲げる事業に充てるものとする。



第 2章 会 員

(種 別)

第6条 この法人の会員は、次の2種とし、正会員をもつて特定非営利活動促違法 (以下
「法」という。)上の社員とする。

(1)正会員この法人の目的に賛同して入会した個人及び団体

(2)賛助会員この法人の目的に費同し賛助するために入会した個人及び団体

(入 会)
第7条 会員の入会について、特に条件は定めない。
2 会員として入会しようとするものは、会長が別に定める入会申込書により、会長に申
し込むものとする。

3 会長は、前項の申し込みがあつたとき、正当な理由がない限り、入会を認めなければ
ならない。

4 会長は、第2項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面をもっ
て本人にその旨を通知しなければならない。

(入会金及び会費)

第8条 会員は、総会において別に定める人会金及び会費を納入しなければならない。

(会員の資格の喪失)

第9条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。
(1)退会屈の提出をしたとき。

(2)本人が死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅したとき。

(3)継続して 1年以上会費を滞納したとき。

(o除名されたとき。

(退 会)
第10条 会員は、会長が別に定める退会届を会長に提出して、任意に退会することができ

る。

(除 名)

第11条 会員が次の各号の一に該当する場合には、お会の議決により、これを除名すること
ができる。

(1)こ の定款に違反したとき。

(2)こ の法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

2 前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明の機会
を与えなければならない。



第 3章 役 員

(種別及び定10

第12条 この法人に、次の役員を置く。
(1)理事 3人以上 5人以内

(2)監事 二人以上 2人以内
2 理事のうち 1人を会長とし、 1人以上 2人以内を副会長とする。
(選任等)

第13条 理事及び監事は、総会において選任する。

2 会長及び副会長は、理事の互選とする。
3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは3親等以内の親族が
1人を超えて含まれ、又は当骸役員並びにその配儡者及び3親等以内の親族が役員の総

数の 3分の 1を超えて含まれることになってはならない。

4 法第鋤条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができない。
5 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない。

(■ 務)

第14条 会長は、この法人を代表し、その業務を総理する。
2 会長以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表しない。
3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があ
らかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。

4 理事は、理事会を構成し、この定軟の定め及び総会又は理事会の議決に基づき、この
法人の業務を執行する。

5 監事は、次に掲げる職務を行う。
(1)理事の業務執行の状況を監査すること。

(2)こ の法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法

令若しくは定まに違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又

は所轄庁に報告すること。

o前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること.
o理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べるこ
と。

(任期等)

第15条 役員の任期は、 2年とする。ただし、再任を妨げない。

2 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の

任期の残存期間とする。

3 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わ
なければならない。



(欠員補充)

第16条 理事又は監事のうち、その定数の3分の 1を超える者が欠けたときは、遅滞なくこ
れを補充しなければならない。

(解 任)

第17条 役員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを解任すること

ができる。

(1)心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。

(2)職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。

2 前項の規定により役員を解任しようとする場合は、1議決の前に当秩役員に弁明の機会

を与えなければならない。

(報酬等)

第18条 役員は、その総数の3分の 1以下の範囲内で報酬を受けることができる。
2 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。
3 前2項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、会長が別に定める。

第4章 会 議

(種 別)
第19条 この法人の会議は、総会及び理事会の2種とする。
2 総会は、通常総会及び臨時総会とする。

(総会の構成)

第η条 総会は、正会員をもつて構成する。

(総会の権能)

第21条 総会は、以下の事項について議決する。
(1)定款の変更

(2)解散及び合併

(3)会員の除名

(4)事業計画及び予算並びにその変更

o事業報告及び決算
(6)役員の選任及び解任

o役員の職務及び報酬
(8)入会金及び会費の額

o資産の管理の方法
(10)借入金 (その事業年度内の収益をもつて償還する短期借入金を除く。第47条におい



て同じ。)その他新たな義務の負担及び権利の放棄

(11)解散における残余財産の帰属

(12)事務局の組織及び運営

(13)その他運営に関する重要事項

(総会の開催)

第22条 通常総会は、毎年1回開催する。

2 臨時誌会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。

(2)正会員総数の3分の1以上から会議の目的を記載した書面により招集の請求があっ

たとき。

(3)監事が第14条第5項第4号の規定に基づいて招集するとき。

(総会の招集)

第
"条
 総会は、前条第2項第3号の場合を除いて、会長が招集する。
2 会長は、前条第2項第1号及び第2号の規定による請求があつたときは、その日から
30日以内に臨時綸会を招集しなければならない。

3 総会を招集するときには、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は

電磁的方法により、開催の日の少なくとも5日前までに通知しなければならない。

(総会の議長)

第4条1 総会の議長は、その総会に出席した正会員の中から選出する。

(総会の定足数)

第25条 総会は、正会員総数の2分の1以上の出席がなければ開会することはできない。

(議会の議決)

第26条 総会における議決事項は、第23条第3項の規定によってあらかじめ通知した事項と

する。

2 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をもって決
し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

3 理事又は正会員が、総会の目的である事項について提案した場合において、正会員全
員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の

社員総会の決議があったものとみなす。

(総会での表決権等)

第27条 各正会員の表決権は、平等なものとする。
2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項に
ついて書面若しくは電磁的方法をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を

委任することができる。

3 前項の規定により表決した正会員は、前 2条及び次条第 1項の適用については、お会



に出席したものとみなす。

4 やむを得ない理由により総会に来られない正会員は、ネットワーク機器などの接続に
よるオンライン会議システム (発言等の情報伝達の双方向性及び即時性力■繰されてい

るものに限る。以下同じ。)によって、総会に出席し、表決することができる。

5 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わるこ
とができない。

(総会の議事録)

第
"条
 繊会の議事については、次の事項を出載した日事録を作成しなければならない。
(1)日時及び場所

(2)正会員総数及び出席者数 (書面若しくは電磁的方法による表決者又は表決委任者が

ある場合、又は、オンライン会議システムによる出席者がある場合にあっては、その

数を付記すること。)

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(⊃ 議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及び議会において選任された議事録署名人2人が、記名押印又は署
名しなければならない。

3 前2項の規定にかかわらず、正会員全員が書面又は電磁的記録による同意の意思表示
をしたことにより、繊会の決議があつたとみなされた場合においては、次の事項を記載

した議事録を作成しなければならない。

(1)総会の決議があったものとみなされた事項の内容

(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称

(3)総会の決議があつたものとみなされた日及び正会員総数

(4)議事録の作成に係る●済を行った者の氏名

(理事会の構成)

第29条1 理事会は、理事をもつて構成する。

(理事会の権能)
第30条 理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。
(1)総会に付議すべき事項

〈2)総会の議決した事項の執行に関する事項

(3)その他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項

(理事会の開催)

第31条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)会長が必要と認めたとき。

(2)理事総数の2分の 1以上から理事会の目的である事項を記載した書面により招集の

請求があったとき。



(理事会の招集)

第32条 理事会は、会長が招集する。
2 会長は、前条第 2号の規定による請求があったときは、その日から14日以内に理事会
を招集しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は

電磁的方法により、開催の日の少なくとも5日前までに通知しなければならない。

(理事会の議長)

第33条 理事会の議長は、会長がこれにあたる。

(理事会の議決)

第34条 理事会における議決事項は、第32条第 3項の規定によってあらかじめ通知した事項

とする。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもつて決し、可否同数のときは、議長の決する
ところによる。

(理事会での表決権等)

第35条 各理事の表決権は、平等なものとする。
2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項に
ついて書面をもつて表決することができる。

3 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第二項の適用については、理事会に

出席したものとみなす。

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わるこ
とができない。

(理事会の議事録)

第36条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。

(1)日時及び場所

(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名 (書面表決者にあっては、その旨を付記するこ

と。)

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

⑥ 議事録署名人の選任に関する事項

2議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人2人が記名押
印又は署名しなければならない。



第 5章資 産

(資産の構成)

第37条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。
(1)設立当初の財産目録に記載された資産

(2)入会金及び会費

(3)寄附金品

(4)財産から生じる収益

③ 事業に伴う収益

⑥ その他の収益

(資産の区分)

第38条 この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産、その他の事業に関す

る資産の2種とする。

(資産の管理)

第39条 この法人の資産は、会長が管理し、その方法は、総会の議決を経て、会長が別に定
める。

第 6章 会 計

(会計の原則)

第
“

条 この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従って行わなければならない。

(会計の区分)

第41条 この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計、その他の事業会計の2種とす

る。

(事業年度)

第42条 この法人の事業年度は、毎年4月 1日に始まり、翌年3月 31日に終わる。

(事業計画及び予算)

第43条 この法人の事業計画及びこれに伴う予算は、毎事業年度、会長が作成し、総会の議
決を経なければならない。

(暫定予算)

第

“

条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、会長
は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収益費用を講じ

ることができる。

2 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。



(予算の追加及び更正)

第45条‐ 予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、総会の議決を経て、既定予算の追
加又は更正をすることができる。

(事業報告及び決算)

第
“

条| この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等決算に関する書類

は、毎事業年度終了後、速やかに、会長が作成し、監事の監査を受け、腱会の議決を

経なければならない。

2 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。

(臨機の措置)

第47条 予算をもつて定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担をし、又
は権利の放素をしようとするときは、繊会の議決を経なければならない。

第 7章 定款の変更、解散及び合併

(定歌の変更)

第4条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の4分の3以上
の多数による議決を経、かつ、法第25条第3項に規定する事項については、所轄庁の

認証を得なければならない。

2 この法人の定歌を変更 (前項の規定により所轄庁の認証を得なければならない事項を
除く。)したときは、所轄庁に属け出なければならない。

(解 散)
第49条| この法人は、次に掲げる事由により解散する。

(1)総会の決議

(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

④ 合併

o破産手続開始の決定

⑥ 所轄庁による設立の認証の取消し

2 前項第 1号の事由によりこの法人力詢解散するときは、正会員総数の4分の 3以上の議

決を経なければならない。

3 第 1項第 2号の事由によりこの法人が解散するときは、所轄庁の認定を得なければな

らない。

(残余財産の帰属)

第
"条
 この法人が解散 (合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。)したときに残



存する財産は、法第11条第3項に掲げる者のうち、総会において議決したものに譲渡

するものとする。

(合 併)

第51条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の4分の3以上の議

決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第 8章公告の方法

(公告の方法)

第52条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して行う。
ただし、法第囲条の2第 1項に規定する貸僣対照表の公告については、この法人の

ホームページにおいて行う。

第9章事務局

(事務局の設置)

第53条 この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置することができる。
2 事務局には、事務局長及び必要な職員を置くことができる。

(磯員の任免)

第54条 事務局長及び職員の任免は、会長が行う。

(組織及び運営)

第55条 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、総会の議決を経て、会長が別に定め

る。

第10章雑 則

(細 則)
第%条 この定歌の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、会長がこれを定め

る。

附 則

l この定軟は、この法人の成立の日から施行する.
2 この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。



会長

副会長

理 事

監 事

EK)NS MA「THEW CARL

星 野  優 子
藤 沼  絵 奈
葦 沢  麻 衣

雰キ各laシァ柔

3 この法人の設立当初の役員の任期は、第15条第 1項の規定にかかわらず、この法人の成
立の日から2唸勢%月 30日 までとする。

4 この法人の設立当初の事業年度は、第42条の規定にかかわらず、この法人の成立の日か
ら205年3月31日 までとする。

5 この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第4条の規定にかかわらず、設立総会の定
めるところによる。

6 この法人の設立当初の入会金及び会費は、第 8条の規定にかかわらず、次に掲げる額と
する。

(1)入会金 正会員 (個人・団体)0円 賛助会員 (個人・団体)0円
(2)年会費 正会員 (個人・団体)0円

賛助会員 (個人)1日 3,000円 (団体)30,000円

(1日以上)

 

  



書式第 1号 (法第 10条 。第 23条田係)

設立・役員変更用

役員名簿 (mG韓び饉0うち組観け
“
0“

",●
■看1:法人__日螢_螢ロエ」」山u

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

口以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)
口各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役名
(どちらかに0)

(フ リガナ) 報酬の有無
(どちらかに

O)
役職名等

Titlo
氏名

① 菫事

ドンズ マシュー
カール 有。① 会長
∞s mT硼田
船L

Φ 菫事

ホシノ ユウコ
有・o 副会長

星野優子

Φ 菫事

Traa -t

 
有てD

藤沼絵奈

ａ

● 理事Φ

アシザフ マイ
有・O

幸沢麻衣

① 菫事
モリオカ エミ 有〈D
森岡江美

´
● 理事・菫事 有・無

理事・菫事 有 。無

０
● 理事・監事 有・無

０

´ 理事・菫事 有・無

10 理事・E事 有 。無



書式第8号 (法第 10条 。第25条関係)

設立・定軟変更用

特定
令和6(西暦204)年度 事業計画書

非営利活動法人M山gh嘔ェ亜山巳
1 事業実施の方針
令和6(西層2024)年度は、大学生、医療関係者に向けたワークショップなどの啓蒙活動、主に大学医
学部や医療機関を中心とした講演活動を行う。さらに、国内外のがん患者に向けて情報発信、医療行為
に当たらない籠日での援助を行っていく。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 の 千円 )事業ヨ ‐ ロ

疋瞑 にE軍
された
事業名

事業内容 日時 場所
従H
人敗

受蚕
対魚者
籠目

愛蚕
対彙者
人数
7謂

職「鶴
騒昴測諜

評 重藤 壼雛 言意
のある人々や医療者に冊子
やリーフレット、電子媒
体、口演を通して情颯提供
する

事栞年度
を通して

オンライ
ス

た
医

5人

がん情報に
日心のある
_般市民・
がんの臨床
に携わる医
療者

約5(XЮ名 350

がん患者とその
家族に医療以外
のアドバイスと
サポートを提供
する支援事業

メール
ンミー
がん患|

ドバイ

マガジンやオンライ
ティングを通して、

難 孫 空鷺 箪

事業年度
を通して

オンライ
ン・野毛
地区セン
ターなど
公共の会
■室

5人
がん思者と
その介■者 詢

1∞名
75

=般
市
がんに
ベント

民向けの
目するイ
田催事業

奮盤I‰民習雲L昇
法について、一般向けに
ワークショップを行う

年3回予
定

オンライ
ン・野毛
公民館な
ど公共の
会饉室

10人 ―殿T民 莉30名
x3回

86

医豪専同軍が思
者の視点からが
んを理解するの
を助けるための
口演、イベント
■僣事業

響留、留鷲?5墨

'
ショッフ■催

年3回予
定

東京近辺
の公共
ホーリk
会■、大
学

10人 医晨従事者
約30名
x3回

166

がん研男に養わ
る研究者への最
助、情報提供の
ための事業

研兄看
や晏菫
バック

に対し、思者の買籠
についてフィード
する

甲目暉FE
を通して

オンライ
ン、大

菫、研究
5人

がん研究者 約20名 15

[69D】



(2)その他の事業 (事業員の総費用 【251 千
足駅に配コ|
された
事業名

事彙内容 日時 場所
従事者
人数 7謂

年6回

民
の
日

公
ど
会

毛
な
共

野
菫
公
菫

5人 25薔耐された鴨品
の販売事業

吉本など冒附されたり品を宙薔層や当法人のイベ
ントなどで販売する



書式第8号 (法第 10条・第25条関係)

特定

設立・定款変更用

令和7(西暦2025)年度 事業計画書

非営利活動法人M由

“

h窒LE山凪
1 事業実施の方針
なるべく多くのポランティアを起用し、一般市民、特に大学生に向けたがん予防に関するイベント開催

を増やしていく.また、医療関係者に向けたワークショップなどの書猥活動、主に大学医学部や医療慢
関を中心とした講波活動にさらに注力する.また、日内外のがん患者に向けて情報発信、医療行為に当
たらない範囲での援助を行っていく。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【8001千円 )
足駅に

“

軍
された
事業名

事業内響 日時 場所
従事者
人数

受蚕
対象者
籠田

愛憂
対彙者
人数

事業■
(千円)

がん予防とがん

夢轍
珊二顕言|
い、その結果
のある人々や
やリーフレッ
体、口演を通
する

盤 屏輩 暮
をがんに日心
麟 者に冊子

じセ層三塁供

事栞年E
を通して

インライ
ス

や
た
医

5人

がん口暇に
目心のある
―般市民・
がんの■床
に携わる医
療者

約m∞名 aЮ

がん愚者とその
ま族に医療以外
のアドバイスと
サポートを提供
する支援事業

メールマガジンやオンライ
ンミーティングを邁して、
がん患者とその介饉者ヘア
ドバイスとサポートを提供

事業年反
を通して

オンライ
ン・野毛
地区セン
ターなど
公共の会
餞菫

5人
がん患者と
その介饉者

約1∞名
75

―贅市
がんに
ベント

民向けの
関するイ
開催事業

∬盤IL民習窓λ晏
法について、一般向けに
ヮークショップを行う

言
回予
インライ
ン・野毛
公民館な
ど公共の
会 ■ 室 、

八王子近
辺の大学

15人 → 肺 風大学生
詢1∞名
x3回

255

覇熙憲器
んを理解するの
を助けるための
口演、イベント
ロ僣事業

讐留、霧饉P5琴
ショップ■饉 言

回予
東京返辺
の公共
ホール、
会 ■ 室 、

大学

15ノゝ 医療従

“

瘤30名
x3回

195

慧群霧覇塁
発ぁぢ事業供
の研死者や要望
バック

に対し、思者の奥籠
についてフイード
する

事彙年E
を通して

オンライ
ン、大

菫、研究
5人

力
(:ん
石刑層者 約20名 15



(2)その他の事業 (事業費の総費用 【25】 千円)

Ｆ
名

に
れ
業

瞑
さ
事

疋
事業内容 日時 場所

従事看
人数 7謂

詈附された物品
の販売事彙

吉本など薔艇 れた物品を古書店や当法人のイベ
ントなどで販売する 年6回

民
の
日

公
ど
会

も
な
共

野
菫
公
菫

5人 25



書式第 10号 (法第 10条・●25条関係)

2,24年度 活動予算書 (その他事業が二五爆含)
僣定井
=莉
活●薔人 漁

“

Cmoo

1単位 :円 |

■日

p建オ曽劇活●に■ろ●燿 その他■,
●||

全  ロ 小,「 .合■ ●  ● 小計・合

“【

饉

0

5,.∞ 0 `,`●

Ю 5“ .∞ 0

0

120000

22SoЮ

34S.00(

l"0∞

1".α
"

,S.(Ю0 1.015.000

【II籠 常 彙 月

饉

.000

0

ω.000

155.αЮ

0

mspЮ

`ヌ

).∝Ю

5.∝Ю

lQαЮ

0

10.∞ 0

,S.∝Ю 6``.000

6".000 25.αЮ

Ю.(ゆ 0

0

l゛ .αЮ l゛ .∝Ю

“

ゆαЮ ム α
"

g,S.∞ 0

当
~~]~■~■ ~■ ~■

● :Al― 【Bl ・…0
iCI饉 ,外 収 薔

饉

【01饉 奮 外 費 用

饉

雪
~T露

奮
~万
壻 濾 ● :c】 ―【Dl・ … ②

饉 凛 区 分 ■ ,ロ ー つ

●

"情
“

喘 歯

“

 ・ ・ ・ 0

次

晏 雷 墨 昼

1■ 瞑0■
工会員,取会彙
費●●■受取全費

22曖 野
「

彙

受取●臓奎

…

!「薔摯

3  躙口lu陶1■
`111受取補勁全

4●
=隅
奎

Jん予口と
"ん
治燿に目する情●取彙、日

=研
究■び僣燎

`ん
凛者とそのよ■に目1●以外のアドバイスとサポート●

―■市民向けのがんに口するイベントロ饉●彙収壺

口,0濶はが●■の■点から
"菫
属するのを助サるため

がん研究に,わ る0免
=へ
の●勁、■彙晏供のた0●

`彙■■された●出のロカ

…6 モ01Lの ,1囀E
受,“利
=

1瞑 奎 計

綸‖手当

観 輌口

■●お付口開

●窮凛生彙

●■費

薇費交通費

鮨曖●r●賣月

"薔
贅

"費印露●■■

F■ .;_1::

蝕 椰

綸鮮手当

颯n籠付費用

=刊
,生彙

颯

“

島費

水遺力熱費

通信謳●費

珀代
=■
ホ彙交通費

"薔
●却費

|`ι ∫,:]

B■ 月 訃

固定賣産発コ●

■年度■菫,正三

骨 外 収 菫 計

□足贅置】口中ヨ

災書ユ失

■年度晏●●正ヨ

0

=外
■ 月 計

1前
~■~雪~爾~正~環~層~層~壽

"百

~OF●
■0・ ・ .

コ ■ 菫 正 鴨 r■ ■ 0-0+⑤



書式露 10号 (決第 10条・第25条関係)

"郎
年度 活動予算書 (その他事業が二登場合)

●定,8利活●摯人卜はc Gnc"

―

活●に係る0■
将目

奎  ロ 小研̈ 合, ●  輌

O αЮ

22S.α)0

82S.000 10.αカ 9,`.000

饉

120.0,0

1“.∝Ю

10.はЮ

S.αЮ

10.∝Ю

2`.000 7,S.000

¨
０
０
］

‘
　
　
　
鶴

"0.0●

0

,lS.00(8X,.∝Ю

“

.000

1".αЮ

“

.∝Ю

003Ю

①pЮ

0

880.000 8".∞0

25.∞0 1.795.000

【B】 ● ● ■ 月

饉

当 ■ 饉 奮 増 漱

“

【Al― :B】 … Φ ll`.0(Ю 12'a,0

【C

饉

【D】 ● ● 外 彙 層

鬱

こ ■ 区 分 ,■ 麟 …・ {
22S.O00

|:… Ⅲ財壼● ・・・0
次 コ ● ● 工 味 財 産 ● 0-0+O

正会■,取全■

'"全
員受取会■

2…
■取●肘全

菫曖●受入■●な

03  躙:取1カ月屁」た11

■取檜

"全

4● 軍瞑
=撃ん予口とがん綺彙に関する僣輌Ouヽ 日

=研
究■び管颯

rん lL■とそのま菫に医●以外のアド′(イ スとサ
`―
卜●

―●市民向けのがんに口,るイベントロ●●■●菫

諷燎0口ほが壼者の■■から●●■
'す
るのを動けるため

Jん研免t,わる●力
=へ
0■勁、

■臓された鮨島0重売事彙収●
6や●||の

“

饉

彙取和
=

薔籍手当

■■薇ロ

■●饉●■層

輌利厚生費

会●彙

燎費交通費

壼曖●

"●
■月

=●
●コ■

印11●

"崚

2,■ ■

●足彙墨■,奎
燿年度■●●正●

口
=賃
量テ園■

■雄

■年魔薇奎

`正
損

「

~~~

・・

“

D

その■●キ
「

~~~~~

1計称 T'香T
l |   l   l

「
工7T

「

~~~T■
=面
丁¬
=面F可平平≡王≡王≡

L___」___
「

~~ア

____⊥」型璽 と__」

____■___ 嗜

___■ ___

1■ ● :Cl― 【Dl ・・・0

● ロ ヨ

[`きヨ



書式第 6号 (法第 10条関係)

設立用

特定非営利活動法人 Mよe Cmcer History設立趣旨書

背景 :がんは、世界において主な死国の一つであり、世界中で様々な研究が遺行していますが、その治

療法はまだ確立されていません。また、治療に関する情報は、患者、医療者、研究者間で十分に共有さ

れているとは言えず、最新の治療にアクセスできるかどうかも決して公平ではない状態です。

目標 :私たちの最終的な目標は、がんを根籠することです。そのために、必要とする全ての人に安価で

安全な治薇法を供給できるよう、研究者や医療者の手助けをします。また、治療や研究の情報が、世界

中の患者、医療者、研究者の間で円滑に共有されることを目指します。

活動実績 :私たちはこれまで、任意団体として、がん患者の日常生活上の困難に関する情報提供、コン

サルテーション、医療機関での議臓などを行ってきました。

法人取得の目的 :今後、様々な大学、医療機関、研究機関と協力し、私たちの活動を社会に広げていく

にあたって、法人となり社会的信用を得ることが必要であると考えられます。また、特定非営利活動法

となり、私たちの活動に費同して下さる方々が、より参加しやすいようにすることが目的です。

申請に至るまでの経過 :

"21年
:任意団体MよeCm∝r nstry発足
主に海外のがん患者を中心に援助を開始する

203年 :願天堂大学などにて、がん患者としての治療経験や医療の現状について講演

ην白

“

月8日 :特定非営利活動法人陥 L Can∝r mstoりの設立総会開催

22″学4月 8日

設立代表者

氏名 DONS M湖町HEW OttL




